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特許法102条２項の適用要件
～特許権者等による実施の要否と２つの知財高裁判決～
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第１　はじめに

特許法102条２項は、特許権侵害行為により侵害者が受けている利益の額をもって特許権者等
が被った損害額と推定している。特許法102条２項が適用されるための要件については、従来よ
り学説の対立が存在するところであるが、知的財産高等裁判所特別部は平成25年２月１日判決
（ごみ貯蔵機器事件大合議判決）により新しい解釈の基準を示した。また、近時、知的財産高等
裁判所は令和４年４月20日判決（軟骨下関節表面支持体を備えた骨折固定システム事件判決）に
おいても、更に進んだ（と思われる）解釈を示している。
このように、特許法102条２項の適用要件については、知的財産高等裁判所により積極的な解
釈が示されている状況にある。
特許法102条２項は、特許権侵害の特殊性（権利の侵害が容易であるにもかかわらず、権利が
侵害されても権利者が被る損害額の立証が困難であるという特殊性）に配慮して、特許権者等を
保護すべく設けられた定めであるとともに、損害賠償制度の枠内において設けられている定めで
あることも無視できない。
そこで、本稿では、特許法102条２項の趣旨・法的性質からその適用要件を検討し、上記・２
つの知財高裁判決の内容につき分析する。

第２　特許法102条２項の趣旨・法的性質

１　立法の経緯と内容
特許法102条２項は、昭和34年施行の現行特許法において新設された規定（当時は102条１項）
である。かかる立法の過程において、工業所有権制度改正審議会答申（昭和31年12月21日）は、
「特許権者は故意または過失によって自己の特許権を侵害した者に対し、その侵害によって得た
利益の返還を又は自己の蒙った損害の賠償を請求することができる」との「規定を設ける」よう
に答申していた。つまり、上記の答申は、侵害者に対して「利得の返還」又は「損害の賠償」を
義務付ける規定を設けるように求めていた。
しかし、このような答申にもかかわらず、実際に新設された規定は、次のとおりであった。


